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系企業の多くは隣国の中国と取引や投資をしていたり、合弁会社
を運営していたり、中国人従業員を雇っていたりと、あらゆる形で中

国と関連しています。その中国は、近年すさまじいスピードで成長している
ことから、日系企業はそんな彼らを再度知り、自分を振り返り、今後の付
き合い方を再検討する時期に来ています。オポチュニティー・チャレンジ・
リスクが併存しているからこそ面白く、新鮮で刺激も多いのではないかと考
えます。
本稿は孫子の謀攻篇の「彼を知り己を知れば、百戦殆うからず」を引用して、
日系製造子会社の変遷をたどりながら、中国との付き合い方を読み解き
ます。そして、日系製造子会社が置かれているビジネス環境、競争相手の
動き、自社が直面しているであろう論点を取り上げ、各社のパーパスに立
ち返り、勝利に導くための5つの判断基準を軸に、今後の日系製造子会
社における中国ビジネスの方向性を考えます。
なお、本文中の意見に関する部分は筆者の私見であることをあらかじめお
断りいたします。
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POINT 1

「彼を知り」、 
今の中国を知っていますか？

中国進出している日系製造企業および
現地子会社は、膨大な情報量のなか
から有益な情報を識別する力、客観的
に今の中国をみて、そこにあるオポチュ
ニティー・チャレンジ・リスクを見極め、
バイアスのない判断力が問われている。

POINT 2

「己を知れば」、 
自社を知っていますか？

スピードが速い、変動が激しい、不確
実性が大きい中国での自社のポジショ
ニングがどうなっているか。中国に適し
た形に自社を変革させるには、まず自
社の現状を見極め、自社に影響を与
え得るファクターを特定し、コントロー
ル可能か、回避・改善が可能か、その
意思決定力が問われている。

POINT 3

「百戦殆うからず」、
勝利に導くための5つの判断基準

• 戦うべき時と戦うべきでない時を判
断できれば勝てる。

• 多人数と少人数のそれぞれの使い方
を知っていれば勝てる。

• 上の者と下の者が、目的を同じにし
ていれば勝てる。

• 自分は十分な準備をしており、相手
は準備ができていない状況ならば勝
てる。

• 将軍が有能で、君主が干渉しなけれ
ば勝てる。

「彼を知り己を知れば、 
百戦殆うからず」
から読み解く中国の日系
製造子会社の課題
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Ⅰ

世界の工場だった中国の今

1. 中国製造業の概況

中国では1970年代後半から改革開放政
策が始まり、市場経済に移行する手段と
して外資誘致が図られました。多くの政府
助成金や税制上の優遇政策が外資企業に
与えられ、経済を活性化させるために経
済開発区・工業園区も作られました。直近
の1 0年は製造業の総合実力をより強く、
より大きく、より優れたものにすることに
注力し、中国の製造業は「中国製造」から
「中国創造」へと変貌しています。中国の
成長は、図表1に示した同国のさまざまな
データによって示されています。

1949年10月1日の中華人民共和国建国
から70年以上が過ぎ、日中国交正常化も
2022年で50周年を迎えた今、日本はこの
変化を受け入れるべきであると同時に、ど
うともに前進したらよいのでしょうか。今
後の付き合い方を再検討する時期にさし
かかっています。

2. 中国が目指す方向、「中国製造2025」

2015年5月、国務院より「中国製造2025」 
（国发［2015］28号、以下「本通知」という）
が発表されました。本通知には、中国の国
際競争力・中国品質の向上・イノベーショ
ンを促進するとともに、人件費の高騰や高
齢化などの社会問題を解決すべく、製造
強国となるための国家戦略の基本政策が
含まれています。具体的には、以下の10の
重点産業に特に力を入れて技術革新を実
施すること、そして、3段階に分けて20 5 0

年あたりまでに世界製造強国に到達する
ことを戦略目標としています。

● 10の重点産業
 ① 次世代情報技術
 ② CNC工作機械・ロボット
 ③ 航空・宇宙装備
 ④  海洋エンジニアリング・ハイテク船舶
 ⑤ 先進軌道交通整備
 ⑥ 省エネ・新エネ自動車
 ⑦ 電力設備
 ⑧ 農業設備

 ⑨ 新素材
 ⑩ バイオ医薬・高性能医療機器

● 第1段階
2020年までに、工業化の実現、工業デ

ジタルテクノロジーのレベルの大幅向上、
重点産業のコア技術の保有および優位領
域の競争力強化、製品品質の大幅改善。

2025年までに、製造業全体の生産効率
の底上げ、工業と情報テクノロジーの融合
を増強。

● 第2段階
2035年までに、製造業全体が世界製造

強国の平均レベルに到達。重点産業の発
展が飛躍し、世界的競争力の増強および
全面的に工業化を実現。

● 第3段階
建国100年（2049年）までに、製造大国

の地位を確立し、総合実力が世界製造強
国の上位に到達。主要領域における革新
力と競争優位をもって世界をリードする技
術体系と産業体制を構築。

出典 : 中国国家統計局資料を基にKPMG分析

China Fact Data図表1
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「彼を知り己を知れば、百戦殆うからず」から読み解く中国の日系製造子会社の課題
Sector 
Update

中国が重点的に技術革新を進める産業
を確定し、優先的に投資することを決めた
ことで、中国がこれから向かう方向を明確
にみることができます。同時に、強化分野
に対する国策、法規・法令や優遇措置な
ども今後打ち出されるかもしれません。中
国の国営・民営・外資企業など中国でビジ
ネスをするすべての企業はこの動向を読み
取り、これらに沿った形のビジネスモデル
を構築し、ヒト・モノ・カネ・情報を適切に
配置することを検討しています。
つまり、日系製造子会社の自社の戦略

が現在の中国政策の方向性に合っている
かを判断するためには、中国の動向をタイ
ムリーにキャッチすることが大前提となる
ということです。まさに「彼を知り己を知
れば、百戦殆うからず」の「彼を知る」の部
分のアクションが必要です。

Ⅱ

中国の日系製造子会社の今

1. 「世界の工場」としての中国

安い労働力と広大な土地を求め、日系
製造業は1990年代終わりから中国に進出
し始めました。特に、この十数年は大手企
業のみならず、多くの日系企業が本格的に

中国に進出しています。また、完成品の製
造のみならず、現地の工場に原材料を提
供するサプライヤー、製品を販売する販売
会社や物流会社も追随して増えました。多
くの設備投資が行われ、多くの雇用機会
が創出されたと言えるでしょう。
日系企業の中国進出が加速した要因の

1つに税務上の優遇措置があります。2008

年以前、中国の内資企業と外資企業は異
なる税法が適用されており、企業所得税
率も内資企業は33%、外資企業は30%お
よび 3%の地方所得税率でした。税率は
大差ないですが、外資製造企業には外資
を誘致するための税制優遇である「二免
三減半」や「三免三減半」などがあり、多く
の日系製造子会社がこの税制優遇を享受
しました。「二免三減半」は企業の利益獲
得年度を1年度目とし、それから2年間の
企業所得税の免除と3年間の企業所得税
の半減という優遇税制です。黒字に転じ
てからの5年間は税制優遇があるため、外
資企業にとっては税務コストが抑えられ
るというメリットがあります。また、着実に
ビジネスを運用し、人材を育て、ゆっくり
と地域に還元してくれればよいと寛大な
メッセージをもらっていたとも言えます。 
しかも、中国の企業所得税率は日本の法
人税率よりも低く、土地や人件費も安価で

す。日系企業にとっては、地理的にも近い
中国で工場を設立するメリットが多々あっ
たと言えます。

2008年に中国内資企業と外資企業の企
業所得税法が統一され、企業所得税率も
2 5％に統一されました。同時に、外資企
業への税制上の優遇も減りました。このこ
ろから中国は、「製造」から「創造」を意識
し始めます。中国が外資に求めるものも、
「教えてほしい」から「習得できた」に変わ
り、内資企業も外資企業もフェアかつ対
等にビジネスをするようになりました。
日系製造子会社に多かったビジネスモ

デルは、原料を本社から支給あるいは仕
入れ、現地で加工のみを行い、すべての製
品を本社に売り戻すという形の来料加工
や進料加工です。来料加工は中国子会社
には加工賃のみが残り、進料加工は売上
と原材料は計上されるが、実際のところは
加工賃のみが現地に残ります。また、日本
品質を保つために本社から技術支援や技
術供与され、その対価としてロイヤルティ
を本社へ支払っていました。
いずれのモデルも完成品を全部輸出

することで原材料を輸入するときの関税
が免税となるため、税務上のメリットがあ
りました。このビジネスモデルは、中国の
広大な土地と安価な労働力を狙い、中国

難易度は高いが、グローバル企業・成長志向企業には、中国事業は不可欠
各社のパーパスに立ち返り、中国ビジネスモデルを再点検する必要がある

出所：KPMG中国作成

再点検する際のアングル図表2

経営現地化、
中国上場

中国を主戦場と考え、
これまで以上にコミットする

投資戦略の見直し

これまで溜まった
リスクをリセット

中国スピードに遅れない
経営スピード

リスク洗い出し
ガバナンス強化

買収、組織再編 
撤退、持分譲渡

Innovation
DX・SX
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を「工場」として位置付け、中国以外の市
場で製品を売ることを前提としたものであ
り、「市場」としての中国を狙うモデルでは
ありません。結果、中国で製造された製
品であるにもかかわらず、中国の市場では
買うことができませんでした。世界中どこ
にでもある「Made in China」が中国では手
に入らないのは、このモデルに起因してい 

ます。

2. 日系以外の製造業による 

中国スピードの創出

中国の市場が欲しているのは、完璧な
品質ではなくても、中国市場のニーズに
あった費用対効果の高い製品であり、直
接かつスピーディに手に届くことです。た
とえば、電気自動車（EV）と電池の双方を
手掛ける中国資本の自動車メーカーは、
研究開発、生産、販売、アフターサービス
まで自社で一貫した体制を構築、その垂
直統合モデルで製品を迅速に中国国内の
顧客に届けることで、市場のニーズに呼応
しています。
また、米資の自動車メーカーは2018年

に中国初の独資外資系自動車メーカーを
設立し、中国国内で地産地消することで
見事に米中貿易戦（原産国の問題）をか
わしましたし、パンデミックによるサプラ
イチェーンの混乱も免れました。初の独資
の外資系自動車メーカーとして、短時間で

工場を稼働することと大量の輸出を条件
に、中国の地域政府より多くの優遇も享
受しました。これにより、中国では新エネ
ルギー車（NEV）のマーケットシェアが急
上昇し、中国スピードはさらに加速されま 

した。
一方、日系製造子会社は商流やサプラ

イチェーンが複雑で、1つのビジネスに関
与する当事者が複雑に入り混じっていま
す。そのため、中国のゼロコロナ政策で
サプライチェーンの1コマが止まると、すべ
てのサプライチェーンが狂ってしまいまし
た。今までのビジネスモデルでは遅れを
取っていることにうすうす気づいていたこ
とが、パンデミックによって浮き彫りになっ
たとも言えます。「彼を知り己を知れば、
百戦殆うからず」の「己を知る」の部分に対
してもアクションが必要なのです。今まさ
に、日系企業は図表2のようなアングルか
ら中国のビジネスモデルを再点検する時
期にさしかかっています。

Ⅲ

変貌した「世界の工場」と付
き合う

1. 日系製造子会社が直面している論点

● 外部要因
中国の外部環境としては、2022年1月か

ら地域的な包括的経済連携（RCEP）協定

が発効し、中国とASEAN市場はますます
一体化され、中国企業にもより多くの自由
とチャンスが到来しました。また、2020年
ころから双循環政策を掲げ、引き続き外資
の誘致をするとともに、国内の優位性を
十分に発揮することによって、国内外の双
循環が互いに促進する経済の新発展モデ
ルを目指すとしています。日系企業にとっ
ては、いずれも新たなビジネスチャンスが
増えることであり、その観点では朗報と言
えます。反面、中国における競争がますま
す激しくなることも示唆しています。
一方、米中貿易戦をはじめ、米中デカッ

プリング、地政学リスクや台湾有事などビ
ジネスにネガティブな影響を与えうるファ
クターも多く併存します。今、日系企業は
多くの情報をいかにタイムリーに集め、自
社にとっての有益の情報だけを選別し、読
み解き、迅速に意思決定するか、その意
思決定力が問われています。

● 内部要因
中国の日系製造子会社自身の経営モデ

ルにも着目すべきです。多くの日系製造会
社は中国に統括会社を持っており、その
ストラクチャーは中国統括会社を通じて
各子会社を保有するパターン（図表3の例
1参照）と、中国統括会社は兄弟会社の位
置付けで、その他各子会社と並列に並ん
でいるパターンがあります（図表3の例2参
照）。いずれのパターンにおいても、各現

事業のレポートライン 資本関係

出所：KPMG中国作成

日系製造会社における中国統括会社の位置付け図表3

日本本社
コーポレート

中国統括会社

中国統括
会社

合弁
パートナー

合弁
パートナー

A事業部 B事業部

＜例1＞中国統括会社からの出資（傘下化）

A B C D E F

日本本社
コーポレートA事業部 B事業部

＜例2＞中国統括会社からの出資（傘下化）

A B C D E F
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地子会社の業績は本社事業部に紐づいて
ることが多く、レポートラインと資本関係
が異なり、意思決定のスピードに影響し、
遅くなる場合があります。
たとえば、本社事業部の意見と中国統

括会社の意見が異なるときにどちらを優
先すべきか悩むだろうし、各子会社ある
いは個々人の利害関係が絡んでいるが故
に客観性が劣る場合もあります。こういっ
た事象が現地マネジメントの経営へのコ
ミットメントを弱くします。このように社
内調整に時間を費やすのは、日系企業の
特徴であるように感じます。中国でビジネ
スをしている限り、中国に適したストラク
チャーを構築し、オポチュニティとチャレ
ンジに立ち向かうべきではないかと考えさ
せられます。

2. 客観的に「欲しいもの」を見極める

多くの情報が飛び交い、懸念要因も
多々あるなか、企業はなぜ中国とビジネス
をしているのか、中国から何を欲している
か、今一度原点に戻って考えてみるべきで
す。日中国交正常化から5 0年経ったとい
うことは、長い時間をともに歩んできたと
いうことです。会社レベルでは、相互が少
しずつ構築してきた信頼関係やスタイルが
成形されていると思われます。これに固執
することも重要ですが、変化に合わせて
軌道修正する勇気も必要です。膨大な情
報量から有益な情報のみを選別すること
に苦戦したら、原点に戻り、「欲しいもの」
を思い出し、見極めましょう。そうするこ
とで、複雑なことをシンプルにすることが
できるかもしれません。

3. 中国に合った形に再構築する実務上
の方法

日系製造子会社は、スピードが速い、変
動が激しい、不確実性が多い中国に適し
た形の組織リストラクチャリング、サプラ
イチェーンの再構築、意思決定ルートの
変更、オペレーション運用の改革にすでに

着手しています。1つの例として、デカップリ
ングを念頭に置いた地産地消や商流の変
更が挙げられます。その過程で、現地化を
浸透させる日系製造子会社もあります。こ
こで言う現地化とは、現地により多くの権
限を与え、自由度を高めることで中国に溶
け込んだ形で運営することであり、かつ引
き続き日本のブランド力を維持・向上する
ことです。けっして完全に手放すことでは
ありません。
中国に合った形に変革するために実務

上の方法としては、必要なものだけを残
すための組織や事業の再編、グループ内
吸収合併、清算や撤退など多様な選択肢
があります。最近では、以前に比較して難
易度が下がったデッドエクイティスワップ
（DES）や減資を活用して、ブロックされた
資金をリリースする方法も活用されていま
す。さらには、現地のコミットメントの強
化を即し、部分的なカーブアウトを容易に
するために、中国や香港市場への上場を
目指す日系企業も増えました。日系製造
子会社が多くの選択肢のなかから自社に
合った形の中国ビジネス戦略を採択する
には、中国を知り、自社を知ることが重要
な突破口となります。

Ⅳ

さいごに

日系製造子会社に今一度立ち止まって
もらうために、孫子の謀攻篇の「彼を知り
己を知れば、百戦殆うからず」を引用して、
中国ビジネスの再点検を提唱してきまし
た。さらに、日系製造子会社が自社の中
国ビジネスを再点検するためのアクション
を、謀攻篇にある勝利に導く5つの判断基
準を軸にまとめました。

●  知可以战与不可以战者胜：戦うべき
時と戦うべきでない時を判断できれ
ば勝てる。
中国ビジネスにおいて、進退の判断を迫

られるとき、中国を知り、自社を知ること
を思い出し、競争相手の強み弱みや自社

の強み弱みを熟知し、自社の強みと相手
の弱みが競争するようであれば「進」、逆
であれば「退」となります。

●  以虞待不虞者胜：多人数と少人数の
それぞれの使い方を知っていれば勝
てる。
いろいろな場面で引用できると思いま

すが、たとえば、市場の角度では競争相
手が多い場合と少ない場合では市場の取
り方が異なり、異なったアプローチ方法
を使います。人的資源では、自社のリソー
スの規模や属人的な技術力の有無が競争
相手とどのように違うのかを把握すること
で、競争優位を有している部分を見出せ 

ます。

●  上下同欲者胜：上の者と下の者が、
目的を同じにしていれば勝てる。
人口約14億人もいる大国、中国の日系

製造子会社で働く方々は、日本と比較し
て育った環境や教育レベルが多様です。た
とえば、農村で育った方と都会で育った方
とでは、見てきたもの感じたものが大きく
異なるため、同じ勉強をしても吸収される
度合いや応用できる度合いがまったく違
います。さらに、言葉の壁や文化の壁が加
わると、コミュニケーションギャップがど
こで生じているかすら判断できない場面
も多々あります。
このような状況で同じ目的を浸透させ

るのは至難の業で、私たちの言葉を中国
語に訳しただけでは通じません。同じ目的
を共有するには、到達したいゴール（目的）
だけを明確にし、到達するためのプロセス
は個々に自由を与えながら任せ、考えさせ
ます。そうして、自然に共通目的に到達す
るのがよいかもしれません。

●  识众寡之用者胜：自分は十分な準備
をしており、相手は準備ができてい
ない状況ならば勝てる。
日系企業は中国ビジネスにおいて準備

周到です。進出も撤退も全面的に検討し、
あらゆる角度から分析のうえ、多くの当事
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者が意思決定プロセスに関与しています。
準備周到であることはよいことですが、1

つのプランにおける準備に多くの時間と労
力をかけすぎる傾向があります。中国が舞
台であることを念頭に、スピードも重視し
ながらプランBを併せて準備しておくこと
が、中国ビジネスにおいての準備周到にな
ると考えます。

●  将能而君不御者胜：将軍が有能で、
君主が干渉しなければ勝てる。
日系企業が日本型経営で多くの成功を

勝ち取ったことは事実です。しかし、中国
のビジネス環境が変わった今、「現地の有
能な将軍」に任せてみるのも一案です。同
じ目的や理念を持っていることが前提に
なるよう、育成、コーチング、モニタリング
により時間と労力をかけてみてはどうで
しょうか。中国の言葉「抓大放小」（大をつ
かみ小を放つ）にあるように、日系企業の
トップマネジメントも大をつかみ小を放せ
ば、中国ビジネスの戦略の大枠の構築に
注力できる時間が増えるかもしれません。

激変する中国で、日系製造会社とその
中国子会社がビジネスをしていくには、中
国製造業を取り巻くマクロ環境を理解し、
タイムリーにその変遷をフォローしなが
ら、その激動のなかにいる自社を客観的
にみて、常に軌道修正する必要がありま
す。今後も中国と共栄な関係を築くため、
今、私たちはアクションを起こすべきタイ
ミングに来ているのです。

1  国务院关于印发 《中国制造2025》 的通
知 国发〔2015〕28号

関連情報

ウェブサイトでは、製造関連の情報を紹介してい 

ます。

https://kpmg.com/jp/ja/home/industries/

industrial-manufacturing.html

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMGジャパン
製造セクター
平澤  尚子／マネージングディレクター　

 naoko.hirasawa@jp.kpmg.com
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